
はじめに

これまで週刊誌等の終活特集では、「遺言」や「エンディングノー

ト」といった話題がその中心となっていましたが、近年は、これに加

えて「死後事務委任契約」という言葉をよく目にするようになりまし

た。死後事務委任契約とは、信頼できる第三者に自分の死後の手続き

を予め委任しておく契約であり、おひとりさまをはじめとした、自身

の葬儀や遺品整理、行政機関への届出等を行ってくれる人がいない人

を中心にそのニーズが高まってきています。

少産多死社会に突入している現在の日本においては、相続人のいな

い人や相続人がいたとしても家庭の事情等で自身の死後の手続きにつ

いて頼ることができない人が増加しており、それらの人々の死後の手

続きを誰が担うのかは既に一つの社会問題となっています。

また、身元不明の遺体や身元は判明しているけれど遺族に遺体の引

取りを拒否される件数は年々増加しており、市町村で行う遺体の埋火

葬に関する負担も決して軽いものではありません。自治体としても喫

緊の課題として対処を急がなければならない問題であり、一部地域で

は社会福祉協議会等をはじめとして、おひとりさまの死後事務に関す

る支援が広まりつつあります。

そうした事情を背景に、これまで身元保証団体を中心に葬送支援等

の名目で行われてきた、信頼できる第三者による死後の手続きサービ

スとしての「死後事務委任契約」に注目が集まることになりました。

死後事務委任契約は、委任者ごとに契約内容が異なるのが普通であり、

定型の契約書ですべてのケースに対応することは難しい契約形態と

なっています。そのため、死後事務委任契約を必要とする人のこれま

での人生を考慮したうえで、追言や任意後見契約等も含めて総合的に

契約内容を決めていかなければなりません。

第 1 章にて死後事務委任契約をはじめとした「高齢者等終



身サポート と呼ばれる事業の抱える問題点や、「高齢者等終身

サポート事業者ガイドライン」が策定された背景を解説したうえで、

第 2 章から第 8 章では、実際の死後事務委任契約の締結から執行の完

了までを、筆者が代表を務める一般社団法人死後事務支援協会（本

書では「当協会」という）での手続方法を基に紹介していきますc

また、第 9 章では、おひとりさまをはじめとした死後事務委任契約

を希望する人に特有の税金に関する問題について、事例ごとにQ &A

方式で国税 OB 税理士による解説を試みています。

死後事務委任契約の執行時のトラプルを防ぐには契約時に将来に起

こり得るトラプルについて、どれだけ想像力を発揮して事前に準備を

しておけるかにかかっていますので、本書がその一助になれば幸いで

す。

令和 7 年 3 月

一般社団法人死後事務支援協会

代表理事谷茂（行政書士）
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第 l 章

高齢者等終身サポート
事業者ガイドライン
策定の背景



[1 高齢者等終身サポート事業とは ] 
死後事務委任契約の解説をする前に、まず押さえておく大事なポイ

ントがあります。それは政府によって令和 6 年 6 月に策定された「高

齢者等終身サポート事業者ガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いう）です。ガイドラインの目的は、高齢化や核家族化に伴い増加し

ている高齢者の単独世帯が直面するライフイベントに対しての意思決

定を支援する仕組みを整えることです。

特に高齢者等に対して死後事務支援サービスを始めとした、身元保

証や日常生活支援等を行う事業「高齢者等終身サポート事業」の需要

が増加しており、その需要は今後も増加していくと見込まれています。

事実、平成 23 年頃までは、高齢者等終身サポート事業を行う事業者

は約 30 事業者程度でしたが、令和 5 年の調査時には大小の事業者あ

わせて約 400 事業者まで増加しています（身元保証等高齢者サポート

事業における消費者保護の推進に関する調査結果報告書）。しかし、

事業者が増加する需要に対して直接規律・監督する法令や制度は存在

しておらず、このような事業を所管する行政機関も存在していないの

が現状であり、近年、様々なトラプルが報告されるようになり問題視

されています。

高齢者等終身サポート事業の主なサーピスとして考えられている、

死後事務支援サーピスや身元保証サーピス等は、 1 回きりの契約行為

とは異なり、契約した後、何年、時には何十年もの期間に渡って契約

が続く長期契約になることも珍しくはありません。契約が長期に渡る

ことから、サーピス提供に先行して費用の一部が前払いや預託金とし

て事業者に支払われることが多いのも特徴です。しかし、契約者とな

る主な層が判断能力の低下が心配される高齢者ということもあり、高

額な契約費用や預託金等を支払うことについて、利用者たる高齢者本
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人が十分理解して契約していたのかが疑わしい事例も多数報告されて

います。こうした判断能力の衰えた高齢者を契約者とする長期で多額

の前払い金が発生する契約形態は、一般的なその他の契約に比べて利

用者保護の必要性が高いと考えられ、高齢者等終身サポート事業者の

適正な事業運営の確保や健全な発展を推進し、利用者が安心して

事業を利用できるようになることを目的として本ガイドラインが策定

されました。

ガイドラインが対象としている高齢者等終身サポート事業とは、主

に「日常生活支援サービス」「身元保証サービス」「死後事務サービ

ス」の 3 つであり、次ページの表のような内容を対象としています。

表の内容を見てわかるとおり、高齢者等終身サポート事業者が依頼

者より求められる内容に、特別な知識や資格、技術等がないとできな

い業務はなく、これまで高齢者の家族が担ってきた役割を家族の代わ

りに行ってもらいたいというのが一番の需要ともいえます。高齢者等

終身サポート事業者のホームページやパンフレット等では、「家族代

行サーピス」の名称で各種サービスの紹介が行われていますが、これ

はそのサーピスの性格がよく表れた表現ともいえます。

しかし、こうしたこれまで高齢者の家族が担ってきたごく普通の行

為であったとしても、高齢者の家族が行うのと全くの第三者が行うの

では依頼者との接し方や距離感、業務を行ううえでの報酬の有無等と

いった部分でその態様が大きく異なってきます。家族間であれば多少

を抜いたり、適当にぽやかしていたとしても許されていた部分が、

いざ業務として事業者が行う場合には当然そのような中途半端な仕事

は許されるものではなく、大きなトラプルの原因となってしまうこと

があり、実際に訴訟トラプルヘまで発展してしまったケースがいくつ

もあります。

高齢者等終身サポート事業サービスの内容は、これまで家族が行っ

てきたごく普通の行為であるからこそ、家族が行っているうちは大き

な問題はなく、またトラブルが起きたとしてもそれはあくまで家族間

1 高齢者等終身サポート事業とは 15 



●高齢者等終身サポート事業において提供されるサービスの例

種類

日常生活

支援サー

ビス

身元保証

サービス

死後事務

サービス

内容

l 生活支援関係

①通院の送迎・付添い

②買物への同行や購入物の配達、生活に必要な物品の購入
③日用品や家具の処分

④病院への入院や介護施設等への入所の際の移動（引っ越
し）及び家具類の移動・処分

⑤介獲保険等のサービス受給手続の代行
2 財産管理関係

①公共料金等の定期的な支出を要する費用の支払に関する

手続代行

②生活贄等の管理、送金

③不動産、動産等の財産の保存、管理、売却等に関する手

続代行

④預貯金の取引に関する事項

⑤金融商品の解約・換価・売却等の取引に関する手続代行

⑥印鑑、印鑑登録カード等の証書・重要書類の保管

⑦税金の申告・納税・還付請求・還付金の受領に関する手

続代行

①医療施設への入院の際の連帯保証

②介護施設等への入所の際の連帯保証

③入院・入所、退院・退所時の手続の代行

④死亡又は退去時の身柄の引取り

⑤医療に係る意思決定の支援への関与
⑥緊急連絡先の指定の受託及び緊急時の対応

①死亡の確認、閑係者への連絡

②死亡診断書（死体検案書）の請求受領、火葬許可の市区

町村への申請、火葬許可証及び埋葬許可証の受領、死亡

届申請代行

③葬儀に関する事務

④火葬手続（火葬の申込み、火葬許可証の提示）に関する

手続代行

⑤収蔵（納骨堂）、埋蔵（墓処）、永代供養に関する手続代

行
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死後事務 1 ⑥費用精算病室等の整理、家財道具や遺品等の整理
サービス ⑦行政機関での手続関係（後期高齢者医療制度資格喪失届、

国民健康保険資格喪失届等）に関する代行

⑧ライフラインの停止（公共料金（篭気・ガス・水道）の
解約、インターネット・ Wi-Fi等の解約、固定電話、携

NHK 等の解約等）に関する手続代行

⑨残置物等の処理に関する手続代行（遺品目録の作成、相

続人等への遺品・遺産の引渡し）
⑩募地の管理や墓地の撤去に関する手続代行

（「高齢者等終身サポート事業者ガイドライン」 6 頁）

でのトラプルであり、行政が過度に介入するべき問題ではありません

でした。しかし、近年の高齢者等終身サポート事業サービスヘの需要

の高まりとそれに応じた事業者の増加により、これまでは家族間の問

題だったトラプルも、事業者と消費者間のトラプルヘと変化してきて

います。本ガイドラインは、高齢者等終身サポート事業に対する行政

としての対策の始まりといえるでしょう。

1 高齢者等終身サポート事業とは 17 



2 高齢者等終身サポート事業の
始まりと現状

裔齢者等終身サポート事業のようなサーピスは、これまで高齢者の

家族が担ってきたところではありますが、高度経済成長時代を経て核

家族化の進行、都会への人口集中等の影孵で独居者の増加に伴い始

まってきました。当初は葬祭事業を営む事業者へ自分の死後に家族の

代わりにお墓に入れてほしいという要望から始まり、その後、日常生

活の支援や入院・施設入所の際の身元保証、自分の死後に必要な手続

きを家族に代わって行う死後事務委任へと独居者のニーズが広がり、

各事業者がそのニーズに合わせてサーピスを拡充していったことで、

今日の高齢者等終身サポート事業が出来上がってきたといえます。

高齢者等終身サポートを担う事業者も、当初の葬祭事業者をはじめ、

医療福祉事業者、士業事務所、地域有志の集まり、宗教法人等と多職

種に渡って事業への参入がみられるようになりました。これはそうし

た広い職域に渡るほど独居高齢者をはじめとした、支援を必要として

いる人が多く存在していることを示しています。

参考までに、事業者の母体となっている業種別の事業者数を表に表

すと次のようになります。

この表は、令和 5 年の調査にてヒアリングまたは書面調査を実施で

きた 204 の事業者の内訳で、実際の事業者数とは異なるようですが、

多様な業種からの高齢者等終身サポート事業への参入があることがわ

かります。

高齢者等終身サポート事業を行っている事業者といっても、すべて

の事業者が一律に同じ業務を行っているわけではありません。各事業

者には事業者ごとの特徴に合わせた相談が入ることになり、各事業者

はそれぞれ得意とする分野のサーピスを提供していくことになります。
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業種 事業者数

士業 55 

賃貸住宅や介護施設等への入所支援 33 

介護サービス業 25 

葬儀 14 

医療 5 

不動産業 5 

宗教法人 4 

清掃業 3 

コンサルティング業 3 

家賃保証会社 2 

ボランティア団体等母体がないと思われる事業者 55 

（「令利15 年 身元保証等祐’j齢者サポート事業における汗j！代、者 1呆設の 4ii進

に関する調介」より一部抜粋）

例えば、士業事務所であれば、高齢者から相続手続の札1談を入口と

して、追言や任滋後見等の手続き支援を行うことになりますが、業務

を行うなかで、相談者が独居でその他の親族の支援を受けることがで

きないとわかれば、死後事務委任契約といった死後の手続きの相談に

も対応していくことになります。

介護サービス事業者でいえば、訪問介護等で支援する独居高齢者が

入院や施設人所となった隊に、必ずといってよいほど身元保証人を求

められる現状に鑑みて、独居高齢者の支援の一Iはとして身元保証事業

へ参入していくのは自然の流れともいえます。

また、当初は3肛祭事業者へ相談が入っていたひとり砕らしの人のお

墓問題についても、お寺等の宗教法人が独居で生活されている棺家の

人の問題と捉えるようになり、棺家の人の要望に応じて葬儀や埋納骨

の手続きを自ら行えるようにと高齢者等終身サポート 1i·業へ参人して

2 高齢者等終身サポート事槃の始まりと現状 19 



くるといったケースも増えてきています。

さらに、高齢者等終身サポート事業者は表にあるような各事業者が

単独で事業を行っているケースもあれば、士業事務所と葬祭事業者、

士業事務所と宗教法人、医療・介護サービス事業者と葬祭事業者等の

組み合わせといったような、各事業者が利用者のニーズに合わせて事

業者ごとの強みを活かせる形で共同して事業を運営しているケースも

あります。

ただ、こうした事業の組み合わせは様々な利用者のニーズに応えら

れるようになる反面、高齢者等終身サポート事業の内容が事業者ごと

にバラバラとなってしまうことにもつながります。事業者ごとに提供

されるサーピスや料金がバラバラになることは、サービス内容や料金

の比較検討を難しくすることとなり、各事業者を比較検討しようと

えている高齢者にとっては、どの事業者が自分に一番合ったサービス

を提供してくれる事業者なのかを判断しづらくする一因にもなってい

ます。
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●事業者が提供しているサービスの組み合わせ例

実施サーピス

組み合わせ 日常生活 事業者数
身元保証 死後事務

支援

身元保証、

日常生活支援

゜ ゜ ゜
1 71 (83.8ーA:l) 

死後事務

身元保証、

゜ ゜
• 8 (3.9%) 

巳常生活支援

゜ ゜
3 (1.5%) 

身元保証、

゜
• 

゜
7 (3.4%) 

死後事務

゜ ゜
4 (2.0%) 

日常生活支援、
• 

゜ ゜
5 (2.5%) 

死後事務

゜
• • l (0.5%) 

身元保証のみ

゜
• l (0.5%) 

日常生活支援 • 

゜
• 1 (0 5%) 

のみ • 

゜
1 (0.5%) 

死後事務のみ • • 

゜
2 (1.0%) 

※ 表中の「△」は、自らは当該サーピスを提供していないが、問合せが

あれば他の事業者を紹介したり、取次ぎをしたりしているサービスを示
す。

（「身元保証さが高齢者サポート事業における消 1腎者保護の推進に関する調査」より

2 悩齢者等終身サポート事業の始まりと現状 21 



3 高齢者等終身サポート事業の問題
点が浮き彫りになった出来事

高齢者等終身サポート事業に関する問題や利用者との間のトラプル

は事業者の増加や提供されるサーピスの複雑化に伴って増加してきた

ことは事実ですが、行政が本ガイドラインを策定するきっかけとなる

大きな事件がありました。

(1) 公益財団法人日本ライフ協会の破綻問題

公益財団法人日本ライフ協会（以下「日本ライフ協会」という）は、

「みまもり家族事業」と呼ばれるサービスを提供していました。みま

もり家族事業とは、身寄りのない高齢者等の入院や施設入所時の身元

保証支援や日常生活支援、安否確認や万が一の場合の葬儀支援を行う

ことを内容としたものであり、今でいう高齢者等終身サポート

す。

日本ライフ協会は、全国に 18 か所の事業所を有し利用会員数が約

2.600 名と大規模な組織運営を行っており、平成 22 年には内閣府の公

益認定を受け、公益財団法人になりました3 しかし、公益認定申請時

には公益認定の前提となる預託金の保全方式を三者契約（預託金を第

三者である弁護士・司法書士等が保管）として申請していたにもかか

わらず公益認定がおりるやいなや、内閣府に無断で弁護士等が介在し

ない利用会員と日本ライフ協会との二者方式に変更してしまいました。

つまり、弁護士等の専門家が日本ライフ協会から独立して預託金を管

理する契約を締結することで、利用会員から預かった葬儀費用等に充

てるはずの預託金の適切な保全・管理が図られることが公益認定の前

提となっていたにもかかわらず、日本ライフ協会は、利用会員との二

者契約で預託金を自ら管理し、「公益財団法人」という国からのお愚
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付きで安全であるという信用面の部分だけを悪用して、利用会員に

とって危険な営業を続けていたということです。

こうしたずさんな管理のもと、日本ライフ協会は、二者契約で自社

管理していた預託金のうち約 2.7 億円を従業員の給与等の運営費に流

用し、また 2.7 億円の流用とは別に、関連法人に1.7 偲円を不正に長

期貸付するなど違法行為も行っていました。

その結果、日本ライフ協会は、内閣府公益認定委員会による勧告を

経て、平成 28 年に公益認定の取り消し、破産手続の開始となりまし

た。日本ライフ協会の破綻は、ずさんな経営者のもとでのずさんな預

託金の保全方法によって、なるべくしてなったともいえますが、「公

益財団法人」という、国のお墨付きともいえる名称が被害を拡大させ

た要因ともいえます。

一般の消費者からすれば「公益財団法人」と名のついた法人であれ

ば、国が行っている事業の一環として勘違いしてもおかしくはありま

せん。そうした信頼性の高い名称を悪用することで、利用会員数を増

やしていった結果、多数の被害者を出したのが日本ライフ協会事件で

す。

日本ライフ協会が破綻したことによって、「みまもり家族事業」

のサービスを利用していた会員はそのサービスを受けることができな

くなり、また本来は自分の死後に葬儀費用等に充てるために預けて

あったはずの預託金も一部しか返還されないという事態になりました。

日本ライフ協会では、一般的なモデルケースで契約時に入会金や事務

管理費、身元保証料として約 100 万円、危篤・死亡時の駆けつけや葬

儀等の喪主代行及びその人件費として約 60 万円程度を支払うことと

なっていました。簡単に言えば、 100 万円が日本ライフ協会の利益で、

60 万円が死後事務等に充てる預託金ということになります。この預

託金 60 万円は、本来日本ライフ協会の資産とは別に分別管理され保

全されるべきものでしたが、違法に流用された結果、日本ライフ協会

の破綻後に会員だった利用者に返還された金額は預託金のごく一部と

3 高齢者等終身サポート事業の問題点が浮き彫りになった出来事 23 



なってしまったわけです。

また、本来返還されるべき預託金が返還されなかったことで、元会

員の人には金銭的な損害はもとより、次の入所先に移れないという二

次的被害も発生することになりました。もともと、日本ライフ協会を

利用していた高齢者の多くが身寄りのない高齢者であり、日本ライフ

協会との契約も自身が高齢者施設に入所する際の身元保証人としての

役割を期待して契約を交わしていました。日本ライフ協会が破綻した

ことで、これまでどおりの身元保証サービスを受けられなくなったと

しても、利用会員だった高齢者が身元保証人を必要とする状況が変わ

るわけではありません。ですので、利用会員だった高齢者としては、

新たな身元保証会社を見つけなければならず、また、身元保証会社が

見つかったとしてもその身元保証会社へ再度、契約金や預託金等を支

払う必要があるといった二重の費用負担の問題が出てきました。もと

もと生活に余裕があった人なら別ですが、ギリギリの生活をしている

なかから日本ライフ協会への費用を捻出していた人の場合は、次の身

元保証会社への支払いができずに露頭に迷ってしまうといった事案も

報告されています。

こうした公益財団法人の異例の破綻事件は、高齢者事業に携わる

人々に大きな衝撃を与えることとなり、行政において本ガイドライン

を策定するきっかけにもなった事件といえます。

(2) 裁判所に「公序良俗に反する契約で無効」
とされた死因贈与契約

高齢者等終身サポート事業に関するトラプルは日本ライフ協会事件

以外にも発生しており、近年では、高齢者等終身サポート事業者との

間で身元保証契約に伴って締結した死因贈与契約が民法 90 条の公序

良俗に違反して無効であるとした事例があります（名古屋地方裁判所

岡崎支部令和 3 年 1 月 28 日判決）。

この事案は、以下の図のような当事者関係がありました。
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～著者略歴～

谷茂（たにしげる）

行政，1r Lｷ 

第八行政，l ：:-1:’li．務所代」（＜

一般社HI法人死後‘Ji務支援協会 代｝と理事

大学1業後は、不動 9}杞会社の貨代狩理部 I"l に就職。その後 LI 本初の姐品整理専 1111 会社に

就戦して、孤独死や I'1 死現場も含めた様々な追品整理の現Jルに長年従事

追品内冬 PI!,·\t |l 『1 会社を退戦後に、辿品．土た理I，仰'l の行政，l t l ：として「第八行政内：七事務所」

を I;il i如 lょ・年疎迪だった親族からの要望に応じて、辿品．将硬ll現場での財哨釘J,',l 1tを含めた

相続 T希しのサポートを llFJ始。

辿品内籾1いが．門の行政内;J：として活動するなかで、単身悩齢者の死後の追品整理の相談を

受けるようになり、iit身はj齢がかの死後のf続き支援機関として「死後1i·務支援協会」

を設 I'i.。

死後の手続きでイ況‘女を抱えている Iit身名・等に対して、「死後 1i·務委任契約」を中心とした

支援を行っている

山口 徹（やまぐち とおる）

税jII! |. 

昭和 61 年 4 JJ 名古99{|5l 税J,,j 採 IIl

杓成 23 年 7 JJ 名古射 l’甘税務署をi，庫後に退職

平成 23 年 9 } 1 rll I I 徹税PI! 1: 1i·務所相続税I，り l11l とし

て IH-)叢

平成 24 年 6 J1 1 i政 l:·’• 1:'li務所あけの開業

平成 25 年 5)] 税狸 1 ：法人設立iこ）関与·、中 1:l l 税.f1|!. 1 ：登録（個人')f.務所廃 1I·.)

法人 300 件超の決籾J|i店、所得税 l i l ;l·i• 500 件超の Ill 告の担当

この Il il にも、相粒税巾告の引受けを継絨

‘I；・成 28 年 9 JJ 税則 l：法人 退社

‘I;•成 29 年 11 月 私狂l! 1：法人フォルス設立代表に就任

令fll 11 年 5 JJ 東以都渋谷［メ辿：比）iに恵比li:’l i務所設ii1}.

税FI! i:、相続コンサルタントとして、ハウスメーカー、生命保険会社、・タ料儀社などで七

ミナー謡維iliを引き受ける。

税郎 1：としては、「実家の肌蔵金を見つける税理ー1:」として、実家にjIIじる現金のイf在を指

摘、または空き家の粁jlij方法ぐがを紹介している。

相続コンサルタントとしては、相紬対策を講ずることの而災性を説明。相続IIオj廂の泣火

泊JIJを ll 指すための対策を行い、文行することが大’ji·であると啓栄している。




